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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 【No.28（医療分）】

地域リハビリテーション強化推進事業

【Ｒ３総事業費】 13,676 千円
【基金充当額】

Ｒ元：13,075 千円
Ｒ３：13,676 千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域

全区域

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県、静岡県医師会、静岡県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門職団体協議会

事業の期間 平成３１年４月１日～令和７年３月３１日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介

護ニーズ

住み慣れた地域で適切なリハビリテーションを提供できるよう、在宅高

齢者等へのリハビリテーション提供体制の強化を図る必要がある。

アウトカム指標：

市町が実施する地域リハビリテーション活動支援事業につながる。

（全 35市町で実施）

訪問リハビリテーション介護サービス量

286,346 回/年(R 元)→364,898 回/年（R5）

事業の内容 病院から在宅への円滑な復帰を支援し、在宅医療の推進を図るため、急性期か

ら回復期、生活期（在宅）にいたるまでの切れ目のないリハビリテーション提

供体制を多職種連携により構築することを目的に以下の事業を実施する。

・地域リハビリテーションサポート医の養成

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修

・訪問リハビリテーション職員養成研修

アウトプット指標

（目標値）

【令和元年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,600 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 ３回 100 人

【令和３年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,600 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 ３回 100 人

アウトプット指標

（達成値）

【令和元年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,977 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 ３回 124 人

【令和３年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,811 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 ３回（Web 配信） 381 人

事業の有効性・効率

性

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：

市町が実施する地域リハビリテーション活動支援事業→全 35 市町で実施（令和

３年度）

訪問リハビリテーション事業所→113 か所（令和３年度）
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（１）事業の有効性

本事業により、令和３年度に地域リハビリテーションサポート医が 10 人、地域

リハビリテーション推進員が 37人養成され、地域における多職種連携の推進や、

市町等が実施する介護予防事業に関し、リハビリテーションの視点の導入が進ん

だ。

（２）事業の効率性

地域リハビリテーション広域支援センターの連絡会を実施することにより、セ

ンター同士で好事例を共有し、より効果的な多職種連携研修の実施につなげた。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. １】

働きやすい介護職場認証事業

【総事業費】

730 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護事業所の職場環境改善等の取組を促進することで、介護

職員の職場定着を促進する。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

職場環境の改善等に取り組む介護事業所を認証する制度の

運用

アウトプット指標

（当初の目標値）
・認証事業所数 累計 416 事業所（令和５年度）

アウトプット指標

（達成値）
・認証事業所数 累計 392 事業所（令和３年度 103 事業所）

事業の有効性・効率性

認証制度の取得のため、県が定める認証区分の基準達成に

向けて事業所が取り組むことにより、職場環境の改善が進

み、職場定着や離職防止に大きく寄与することから、認証制

度は高い有効性が得られている。

また、認証ロゴマークの使用や県公式ホームページでの公

表に加え、公共職業紹介所（ハローワーク）、静岡県社会福

祉人材センターにも情報提供し、就職への優位性にも貢献す

るなど、取得する事業所のメリット享受にも反映している。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名

【No. ２】

介護のしごと体験事業、介護の未来ナビゲ

ーター事業

【総事業費】

12,577 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体

県（以下の事業者に委託）

（株）エイエイピー静岡支店

（株）エスディティーエンタープライズ

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

県民に介護の仕事について適切に理解してもらい、新規就業

を促進することで、介護人材の確保を図る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

若年層に対して介護の仕事のやりがいや魅力を伝えるイベ

ントの開催等

・若手介護職員を大学・高校等に派遣し出前授業を実施

・小学生親子を対象に介護施設見学及び仕事体験会を開催

アウトプット指標

（当初の目標値）

・若手介護職員の派遣回数 40 回

・小学生親子体験バスツアー 10 組 20 名×９回（180 名）

アウトプット指標

（達成値）

・若手介護職員の派遣回数 31 回

（大学等 21 回、就職ガイダンス等 10 回）

・小学生親子リモート見学・介護職体験会 10 回（155 名）

事業の有効性・効率性

(1) 若手介護職員による出前講座は、実体験を若年層へ直接

伝える貴重な機会であり、新たに介護の仕事に対する興味・

関心を持つ学生等が増加するなど高い有効性を得られた。

(2) 小学生親子リモート見学・介護職体験会は、実際に介護

ロボット機器の操作等を体験した参加者のアンケートから、

介護のイメージが変わったなどの声が多く聞かれ、介護分野

の仕事の対するイメージ向上に寄与できたと考える。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. ３】

福祉人材参入促進事業

【総事業費】

17,350 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体
静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委

託

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護人材のすそ野の拡大による多様な人材の参入促進を図

る。

【アウトカム指標】

・就職人数 10 人以上／年を確保

・翌年度進学人数 40 人以上を確保

事業の内容

（当初計画）

・社会福祉人材センターが介護従事者等と協働で、小・中・

高校を訪問し、福祉職セミナー（介護職を主な内容とした福

祉職イメージアップセミナー）を実施

・社会福祉人材センターが、学生、保護者、教員等を対象に、

介護職を主な内容とした養成校や事業所等を体験・見学する

ツアーを実施

アウトプット指標

（当初の目標値）

・福祉職セミナー（150 講座）

・体験ツアー（県内３地区で実施）

アウトプット指標

（達成値）

・福祉職セミナー（88 校、192 講座）

・リモート体験ツアー（県内３地区で実施）

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

・参加した児童の８割以上が「福祉の仕事に興味がある」「少

し興味がある」とアンケートに回答。中高生以上の参加者

の７割以上が「福祉分野への就職・進学を選択肢にしたい」

「選択肢の１つとして考えたい」と回答しており、福祉・

介護分野のすそ野の拡大につながっている。

（２）事業の効率性

・県社会福祉人材センターで実施する就職・進学フェアや職

場体験事業への参加を促すことで、興味を持った学生の

フォローも行い、効率的に就職・進学につなげている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. ４】

成年後見推進事業 （すその拡大）

【総事業費】

4,481 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県、市町

事業の期間
令和３年４月１日～ 令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

認知症高齢者･ひとり暮らし高齢者の増加が見込まれてお

り、成年後見制度を必要とする人を、適切に利用につなげる

仕組みづくりや制度の利用増に対応するため、後見業務の新

たな担い手として期待されている市民後見人の必要性や役

割について、理解促進を図り、なり手の発掘や利用促進につ

なげる。

【アウトカム指標】

市民後見人養成講座参加者 210 人

事業の内容

（当初計画）

市町が実施する成年後見推進事業に対する助成（すその拡大）

助成対象事業：権利擁護人材（市民後見人等）の必要性や役

割に関する説明会等の普及啓発事業

アウトプット指標

（当初の目標値）

市民後見人の必要性･役割等に関する講演会等の開催

開催市町数 14 市町、受講人 560 人

アウトプット指標

（達成値）

市民後見人の必要性･役割等に関する講演会等の開催

開催市町数 13 市町、受講人 344 人

事業の有効性・効率性

市民後見人等の必要性や役割についての普及啓発事業を

行うことで、その理解者が増加し、なり手の発掘や制度の利

用促進につなげる。

その他

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一部で講演会

の中止や実施方法をＷＥＢ配信に切り替える等の変更があ

った。



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. ５】

職場体験事業

【総事業費】

5,920 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体
静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委

託

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

進学前及び就職前にマッチングにより、不足する介護人材の

確保を図る。

【アウトカム指標】

・就職人数 40 人以上／年を確保

・翌年度進学人数 10 人以上確保

事業の内容

（当初計画）

・介護従事者の確保を目的に、福祉関係学科への進学や介護

分野への就職を検討する中学生以上の者を対象に、希望し

た施設等における 10 日以内の職場体験を実施。

アウトプット指標

（当初の目標値）

・参加者実人数 250 人

・参加者延べ人数 1,000 人

アウトプット指標

（達成値）

・参加者実人数 198 人

・参加者延べ人数 586 人

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

・就職人数 13 人、進学者数 1人

・中学生以上を対象とし、幅広く人材のすそ野の拡大を図る

とともに、求職者が考えている環境と事業所の環境があっ

ているかを直接感じてもらい、ミスマッチを防ぐ。

（２）事業の効率性

・キャリア支援専門員と相談した方だけでなく、県社会福祉

人材センターで実施する就職促進面接会や福祉人材参入

促進事業の参加者が、実体験できる場として事業を実施

することで、効果的な人材の確保を図っている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.６（介護分）】

知的障害者等居宅介護職員養成研修事業

【総事業費】

9,000 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（関係法人へ委託）

事業の期間
令和３年８月 12 日～令和４年３月 18 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護人材の不足が課題となっていることから、障害のある人

にも居宅介護職員の資格を取得してもらい、介護サービス従

事者の増を図る。

【アウトカム指標】

就職人数 1,000 人以上

事業の内容

（当初計画）

障害のある人を対象に居宅介護職員初任者研修を実施する

ことで、介護の資格取得を推進し、介護人材のすそ野拡大を

図る。

アウトプット指標

（当初の目標値）
研修開催５地区各 10 人

アウトプット指標

（達成値）
研修開催５地区計 22 人

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

介護人材が不足する中で、障害のある人を介護の担い

手として育成することができ、介護関係の就職先への就

職及び受講者本人のキャリアアップにつながる事業であ

る。

（２）事業の効率性

研修の実施について、ノウハウ及び介護実習を実施で

きる会員施設を擁する団体に事業を委託することによ

り、195 時間にわたる研修を効率的に実施できる。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No．７】

助け合いによる生活支援の担い手養成事業

【総事業費】

1,875 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託

事業の期間
令和３年 10 月 15 日～令和４年３月 18 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。

【アウトカム指標】

身近な場所での、垣根のない福祉サービスを提供する団体の

育成（８団体）

事業の内容

（当初計画）

市町が実施する生活支援の担い手等養成に通じる法律・経営

の専門家など派遣を通じた人材育成

アウトプット指標

（当初の目標値）
専門家など派遣 ・24 回

アウトプット指標

（達成値）
専門家など派遣 ・１回

事業の有効性・効率性

生活支援の担い手等養成に通じる専門家など派遣や研修

の実施により、生活支援の担い手となる人材を確保し、身近

な場所での、垣根のない福祉サービスの提供につなげた。

（令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により

実践者派遣数は１回（１団体）にとどまったが、実践者派遣

に対する需要はあるため、次年度以降も引き続き実施する必

要がある。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 8】

介護人材育成事業

【総事業費】

144,757 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（（株）東海道シグマに委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

多様な人材の介護分野への参入を促進し、不足する介護人材

の確保を図る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

介護に関する資格のない者に、介護施設で働きながら実務を

経験しつつ介護職員初任者研修を受講する機会を提供して

人材育成を図り、介護施設等への直接雇用に向けて支援す

る。

アウトプット指標

（当初の目標値）
・就職者数 200 人

アウトプット指標

（達成値）

・事業参加者数 141 人

・就職者数（雇用者数） 121 人

事業の有効性・効率性

介護の未資格者を直接雇用までつなげる事業であり、最終

的に目標の 150 人にはとどかなかったが、121 人が直接雇用

され介護職員数の純増となったことから、事業効果は極めて

高いと評価している。

介護事業所からも、実務経験（試用期間）を経て参加者と

雇用に向けた調整が行えるため高い評価を得ており、事業の

有効性も高いと考えている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. ９】

就職促進面接会事業、

福祉人材マッチング機能強化事業

【総事業費】

36,806 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委託

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある

医療・介護ニーズ

福祉・介護人材の就職・進学支援、離職防止により、人材の確保を

図る。

【アウトカム指標】

・就職人数 400 人以上(フェア 100 人、マッチング 300 人)／年を確保

・参加者の翌年度進学人数 10 人以上を確保（フェア）

事業の内容

（当初計画）

・社会福祉人材センターが介護従事者等の確保を目的とした、福祉

求人事業者と求職者の就職相談・面接会及び福祉関係への進学を目

指す学生への進学情報の提供（就職＆進学フェア）を開催。また、

個別就労支援や公認会計士等の介護事業所派遣による経営指導の

調整等を行うキャリア支援専門員を配置する。

アウトプット指標

（当初の目標値）

・就職促進面接会（就職＆進学フェア）（８回実施）

・学校への出前説明会（７校で実施）

・キャリア支援専門員（５人配置）

・事業所訪問 200 箇所以上

・施設見学年 15 回以上

アウトプット指標

（達成値）

・就職促進面接会（就職＆進学フェア）

（夏期対面１回、冬期ＷＥＢ１回＋対面６回実施）

・学校への出前説明会（７校で計 12 回実施）

・キャリア支援専門員（５人配置）

・事業所訪問 229 箇所

・施設見学年 15 回

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

・就職人数 349 人（就職促進面接会 17 人、マッチング 332 人）

・介護分野への就職・進学を希望する者と施設の担当者が一堂に会

して情報交換を行うことで、参加者の情報収集がしやすくなり、

効果的な支援ができる。また、専門員による質の高い個別就業支

援により、就職までをサポートしている。

（２）事業の効率性

・県社会福祉人材センターで実施する職場体験事業への参加を促す

ことで、興味を持った学生のフォローも行い、実際の就職・進学

につなげている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.10】

長寿者いきいき促進事業

【総事業費】

14,978 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県（民間企業等へ委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。

【アウトカム指標】

住民主体の介護予防活動の実施（10 団体）

事業の内容

（当初計画）

65 歳以上の比較的元気な高齢者が、地域での自助・互助の取

組の中心となり、より元気に、かつその期間をできるだけ長

く保てるようロコモ予防や認知症予防等の健康長寿活動を推

進する人材を育成する。

アウトプット指標

（当初の目標値）
健康長寿活動のリーダーとなる人材 750 人の養成

アウトプット指標

（達成値）
健康長寿活動のリーダーとなる人材 846 人の養成

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

地域において住民主体の健康づくり、介護予防活動を

推進するリーダーを養成することで、サロンや居場所な

どの住民主体の通いの場における介護予防活動の推進に

つながる。

（２）事業の効率性

すでに住民が集まってる場所のボランティアや地域活

動を行っている方、お元気な高齢者の方を対象に研修を

行うことで、社会参加の促進による介護予防と介護予防

活動の担い手育成を効率的に実施している。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 11】

外国人介護人材サポートセンター事業

【総事業費】

5,400 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（民間団体へ委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

政府において外国人介護人材を受け入れる環境が整備され

ている中、その受入を促進する必要がある。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

・外国人介護人材の従事する介護事業所への巡回相談

・同じ国籍同士で仲間づくりができる研修交流会の開催

アウトプット指標

（当初の目標値）

・巡回訪問相談 70 回

・研修交流会 16 回

アウトプット指標

（達成値）

・巡回訪問相談 71 回

・研修交流会 14 回（オンライン）

事業の有効性・効率性

介護職場の新たな担い手として期待される一方、言語や文

化、生活の違いなどによる不安や悩みを抱える外国人介護職

員が多いことから、同じ立場の職員同士で語り合い、仲間づ

くりができる機会の創出を図った。

研修交流会は、ベトナム、フィリピン、インドネシア、中

国、ミャンマーの５か国の出身国別及び地域別に参加できる

オンライン会場を用意した。

参加した職員からは、「同じ立場の仲間同士で悩みや不安

を語り合えてよかった。」との意見があるなど、参加者には

大変好評であり、職場定着につながるものとして、本事業の

有効性が確認できたと考えている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 12】

介護サポーター育成事業

【総事業費】

15,999 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（（株）東海道シグマに委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

多様な人材の介護分野への参入を促進し、不足する介護人材

の確保を図る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

中高年齢者等に介護の周辺業務を担うサポーターを養成し、

就業につなげることで、より専門性の高い介護職員の業務の

効率化を図る。

アウトプット指標

（当初の目標値）
・就職者数 100 人

アウトプット指標

（達成値）

・事業参加者数（研修修了者数） 56 人

・就職者数（正規雇用者数） ３人

事業の有効性・効率性

介護の周辺業務の切り分けを行うことにより、介護職員が

より専門性の高い業務に専念できるとともに、周辺業務を担

う人材の雇用促進と介護分野への参入が期待できることか

ら、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、雇用は３

人に留まったものの、本事業は有効である。

また、本事業参加を通して、介護の周辺業務に留まらず、

介護業務自体へ興味を持ち、より専門性の高い介護職員を目

指すケースもあったことから、介護職員数の増加にも寄与で

きたと考える。

一方、業務の切り分けに対する介護事業所への理解が浸透

していない課題も挙げられたことから、介護事業所への理解

促進の取組を強化し、事業効果を一層高めていく必要があ

る。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 13】

介護分野への元気高齢者等参入促進事業

【総事業費】

1,018 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（認定 NPO 法人活き生きネットワーク）

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

多様な人材の参入を促進し、不足する介護人材の確保を図

る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

元気高齢者等に対して介護分野へ参入するきっかけとなる

出前事業等を実施し、更なる研修へのステップアップや介護

職への誘導を図る。

アウトプット指標

（当初の目標値）
出前講座等の実施10 回（100 人）

アウトプット指標

（達成値）
出前講座等の実施４ 回（42 人）

事業の有効性・効率性

参加者に対して講座後に実施したアンケートでは、介護職

に興味を持ったと回答した者が 100 パーセントという結果と

なったことから、本事業は元気高齢者等に介護の仕事に興

味・関心を持ってもらうきっかけとなり、将来の介護分野へ

の就業につながる契機となったという意味でも有効的であ

ったと考える。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 14】

外国人留学生支援事業

【総事業費】

3,000 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 介護事業者

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

政府において外国人介護人材を受け入れる環境が整備され

ている中、その受入を促進する必要がある。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

外国人留学生に対する学費等を支援する介護事業者に対す

る助成

アウトプット指標

（当初の目標値）
支援対象の留学生 47 人

アウトプット指標

（達成値）
11 人

事業の有効性・効率性

新型コロナウイルス感染症の影響により、新規留学生（１

年）が入国できず、当初目標の人数に届かなかったが、最終

的に日本語学校２年生９人、養成校１年生２人が、本事業を

活用されたことから、一定の成果があったものと考えてい

る。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 15】

施設職員研修

【総事業費】

2,863 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体
静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委

託

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

施設職員の専門技術の向上、中堅職員等に求められる組織に

おける役割に関する知識や技能の習得。

【アウトカム指標】職員の専門技術力の習得、職場定着

事業の内容

（当初計画）

初任者、中堅職員、チームリーダー、管理職員ごとの施設職

員向けの研修を実施。

アウトプット指標

（当初の目標値）

・実施回数 13 回（計 38 日）

・各回の受講者数 50 人

アウトプット指標

（達成値）

・実施回数 8回（計 23 日）

・各回の受講者数 24 人（平均）

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

・初任者、中堅職員、チームリーダー、管理職員ごとに区別

した研修体系を設けることで、参加する職員は経験に応じて

必要な知識や専門技術力を身につけられるとともに、職員の

今後のキャリア形成支援と離職防止につなげる。

（２）事業の効率性

・県社会福祉人材センターのマッチング等を経て就職した職

員に対して、就職後の研修の機会を設けることにより、施設

に継続して従事することにつながる。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名

【No.16】

地域包括ケア推進事業（ふじのくに型福祉

サービス推進事業（障害））

【総事業費】

648 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託

事業の期間
令和３年 12 月６日～令和４年３月 25 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニ

ーズ

地域包括ケアシステム推進のためには、多様な人材の確保

と資質の向上が必要である。

【アウトカム指標】

介護サービス利用者の満足度 90％以上

事業の内容（当初計画）

ふじのくに型（年齢や障害の有無に関わらず垣根のない）

福祉サービスを提供するための資質向上を目指し、デイサ

ービスや特別養護老人ホーム等の介護保険事業所等を対象

に、障害のある人の「通い」、「泊まり」を受け入れるため

の知識等の習得を目的とした研修会を実施

アウトプット指標（当初

の目標値）
障害者受入のための研修 50 名

アウトプット指標（達成

値）
障害者受入のための研修 30 名

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

本事業により、障害のある人への理解と支援技術が向上

し、介護を必要とする人の様々な特性に対応しながら、身

近な地域の資源を活用し支えるという意識醸成とそのため

の資質向上に寄与した。

（２）事業の効率性

東西に広い本県の特殊性を踏まえ、多くのサービス従事

者が身近な場所で参加できるよう、東・中・西の県内３箇

所で研修会を実施した。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.17】

介護サービス向上推進事業

【総事業費】

1,096 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月31日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

訪問介護員の資質向上を支援する

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年度）

事業の内容

（当初計画）
訪問介護員を対象とした研修の開催

アウトプット指標

（当初の目標値）
研修開催７地区 240 人

アウトプット指標

（達成値）
研修開催８コース 48 人

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

現任の訪問介護員に対し、サービス提供責任者の業務及び

指導方法等に関する研修により、訪問介護員の質の向上を図

ることができた。新型コロナウイルス感染症の影響により、

参加者が大きく減少した。

（２）事業の効率性

効率的な研修が実施できるよう、訪問介護員向けの研修を

実施している事業者に委託実施した。新型コロナウイルス感

染症の影響により、参加者が大きく減少した。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 18】

福祉人材定着促進支援事業

【総事業費】

12,043 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県（職能団体へ補助）

事業の期間
令和３年 ４月 １日～ 令和４年 ３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

適切なキャリアパス、スキルアップを促進するための研修を

助成することで、安定的な人材の確保を図る。

【アウトカム指標】

介護施設等に従事するに当たって必要となる知識、技術の習

得及び職員の育成

事業の内容

（当初計画）

介護福祉士会などの職能団体等が、介護人材の安定的な定着

を図るため、介護従事者（介護就業を検討している者を含む）

に対し、就労年数や職域階層等に応じた知識や技術等を習得

させ、適切なキャリアパス、スキルアップを促進するための

研修を実施した場合に、職能団体等が負担した費用の全部又

は一部を助成する。

アウトプット指標

（当初の目標値）
研修回数：43 回

アウトプット指標

（達成値）
研修回数：48 回

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

・研修受講者 1,304 人

・職能団体が実施主体となることで、参加者のニーズに合わ

せた研修を、弾力的に実施できている。

（２）事業の効率性

・職能団体が実施主体となることで、広報や周知のルートが

確立されており、効率的な事業実施ができている。

・研修の実施により、職員の資質向上やキャリアパスの形成

が推進され、職員の離職防止につながり、安定的な人材

の確保ができる。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.19】

介護支援専門員水準向上事業

【総事業費】

3,178 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（一部委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月31日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護支援専門員の資質向上を図る。

【アウトカム指標】

日常生活圏域当たりのリーダー養成数 1.0 人

事業の内容

（当初計画）

・研修向上委員会の開催

・介護支援専門員の適正なケアプラン作成に向けた市町支援

・主任介護支援専門員のリーダー養成研修の実施

アウトプット指標

（当初の目標値）
リーダー養成研修修了者数 60 人

アウトプット指標

（達成値）
リーダー養成研修修了者数 36 人

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

・研修向上委員会において、次年度以降の介護支援専門員の

資質向上策の事業化に向けて、法定研修のオンラインでの

実施、介護支援専門員の育成手法、介護支援専門員の評価

表の検討等を行った。静岡県独自の評価表（キャリアラダ

ー）の一般化に向け、検討を引き続き実施している。

・リーダー養成研修において、修了者名簿を市町に提供し、

リーダーが市町と連携して介護支援専門員の指導・支援を

実施できる仕組みを作った。

（２）事業の効率性

・研修向上委員会では、部会毎にテーマを決め、介護支援専

門員の育成・資質向上等に関する活発な議論が行われた。

・リーダー養成研修は、効率的な研修が実施できるよう、介

護支援専門員の育成支援に関する専門的なノウハウのあ

る静岡県地域包括・在宅介護支援センター協議会に委託実

施した。グループスーパーヴィジョンの技術の向上だけで

なく、相談援助技術を使って地域の中心となって介護支援

専門員の活動を支援する活動ができるリーダーを県内各

地に養成を続けている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 20】

実践介護技術向上支援事業

【総事業費】

9,090 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（（一社）静岡県介護福祉士会）

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

小規模介護事業所職員の資質向上のための研修実施を支援

する

アウトカム指標：介護職員数59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

・研修の実施が困難な小規模事業所職員の技術向上に資する

出前講座の開催

・介護技術コンテストの開催

アウトプット指標

（当初の目標値）

・小規模事業所出前講座の開催200 回

・介護技術コンテストの開催

アウトプット指標

（達成値）

・小規模事業所出前講座の開催291 回

・介護技術コンテスト 中止

事業の有効性・効率性

・県内小規模介護事業所職員の知識、技術の向上のための、

訪問型、オンライン型及び DVD 型の研修を実施しており、

令和３年度は、291 講座で 2,308 人が受講し、７割以上の

受講者がこれからの業務に生かせる内容であったと回答

していたことから、多くの介護職員の介護の質向上及び介

護職員の職場定着を促進することができたと考える。

・介護技術コンテストは、新型コロナウイルス感染症への対

応により介護事業所の業務負担が増加していたことを考

慮し、中止とした。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 21】

外国人介護職員日本語学習支援事業

【総事業費】

5,500 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（（福）聖隷福祉事業団に委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

外国人介護職員の日本語能力を向上し、職場での円滑なコミ

ュニケーションを実現することで定着を図る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）
外国人介護職員を対象とした日本語講座の実施

アウトプット指標

（当初の目標値）
県内３地域 計 180 人

アウトプット指標

（達成値）

・集合型研修 県内３地区開催（対面８人、オンライン 37

人）

・個別対応型研修（オンライン） 10 事業所（18 人）

・学習支援担当者型研修（オンライン）10 事業所（16 人）

事業の有効性・効率性

介護記録を作成する上で必要な日本語の読み書きを中心

とした日本語能力を習得するため、集合型では、段階別に「基

礎コース」、「なんでもコース（苦手克服コース）」、「介護記

録コース」を設定し、必要とする学習に応じた参加ができる

ことで、参加者が在籍する介護事業所からも高い評価を得て

おり、事業の有効性が示せている。

また、個別訪問型では、参加者が在籍する介護事業所等に

日本語講師を派遣し、事業所の要望や働く外国人介護職員の

日本語習得度合いに合わせた日本語研修を実施したことか

ら、各事業所のニーズに対応した学習カリキュラムとなり、

実用性が高いことで事業活用が図られている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 22】

介護職経験者復職支援事業

【総事業費】

9,500 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（静岡県社会福祉人材センターに委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

潜在的な介護人材が再び介護に従事できるよう支援が必要

である。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）
・復職支援に向けた研修及びマッチング支援等

アウトプット指標

（当初の目標値）
・復職目標 100 人

アウトプット指標

（達成値）
・復職実績 106 人

事業の有効性・効率性

（介護職経験者復職支援）

復職相談やセミナー参加等により目標を超える 106 人を支

援したことから、専門性の高い介護人材の確保に効果的な事

業であったと考えている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 23】

認知症関係人材資質向上等事業

【総事業費】

12,775 千円

事業の対象となる区

域
県内全域

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介

護ニーズ

認知症施策を医療、介護、福祉、地域づくり等の観点から総合的に展開すること

により、認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らすことができる体制づ

くりを図る。

【アウトカム指標】

最後を自宅で暮らすことができた人の割合

13.5％（2016 年）⇒14.5％（2020 年）

事業の内容

（当初計画）

・認知症対応型サービス事業開設者研修等の認知症介護に係る研修を実施

・認知症介護に従事する初任者向けの研修を実施

・かかりつけ医認知症対応力向上研修の実施

・看護職員認知症対応力向上研修の実施

・病院医療従事者認知症対応力向上研修の実施

・認知症サポート医の養成及び認知症サポート医のフォローアップ研修の実施

・認知症サポート医のリーダーの養成

・認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支援推進員に対して、現任者研修を実施

・地域の薬剤師・歯科医師を対象に、認知症対応力向上研修の実施
・認知症サポーター養成講座修了者等に対し、チームオレンジ養成研修を実施

アウトプット指標

（当初の目標値）

・認知症介護指導者フォローアップ研修修了者 ４名

・認知症対応型サービス事業開設者研修修了者 50 名
・認知症対応型サービス事業管理者研修修了者 180 名
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修修了者 70 名

・認知症介護基礎研修終了者 210 名
・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 300 名
・看護職員認知症対応力向上研修修了者 70 名

・病院医療従事者認知症対応力向上研修修了者 900 名
・認知症サポート医養成者数 26 名

・認知症サポート医フォローアップ研修修了者数 200 名
・認知症サポート医活動促進事業研修修了者 60 名
・薬剤師・歯科医師向け認知症対応力向上研修修了者 300 名

・チームオレンジ養成研修修了者 270 名

アウトプット指標

（達成値）

・認知症介護指導者フォローアップ研修修了者 １名
・認知症対応型サービス事業開設者研修修了者 18 名

・認知症対応型サービス事業管理者研修修了者 128 名
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修修了者 37 名
・認知症介護基礎研修終了者 640 名

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 133 名



・看護職員認知症対応力向上研修修了者 81 名
・病院医療従事者認知症対応力向上研修修了者 849 名
・認知症サポート医養成者数 26 名

・認知症サポート医フォローアップ研修修了者数 0 名
・認知症サポート医活動促進事業研修修了者 74 名
・認知症初期集中支援チーム員現任者研修修了者 170 名

・認知症地域支援推進員現任者研修修了者 125 名

・薬剤師・歯科医師向け認知症対応力向上研修修了者 112 名

・チームオレンジ養成研修修了者 168 名、聴講者 118 名

事業の有効性・効率

性

かかりつけ医や認知症サポート医の研修、認知症初期集中支援チーム員研

修などを通じて、認知症の早期診断・早期対応につなぐ体制を構築する

（１）事業の有効性

かかりつけ医や認知症サポート医、介護施設職員、初期集中支援チーム員

等を対象とした研修を実施することにより、認知症の早期診断・早期対応

の体制づくり、地域での生活を支える医療・介護サービスの構築を図るこ

とできた。

（２）事業の効率性

かかりつけ医認知症対応力向上研修については、県と政令市（静岡市と浜

松市）が共催で研修を実施することにより効率化が図られた。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.24】

生活支援コーディネーター養成等事業

【総事業費】

2,000 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニー

ズ

医療・介護の社会資源が市町により偏在していることや関

係者のネットワークが図られていない。

【アウトカム指標】

全市町において中学校区単位で生活支援コーディネーター

を配置（令和３年度末までに 264 名）

事業の内容（当初計画）

①生活支援コーディネーター養成研修事業

生活支援コーディネーター養成研修、生活支援活動団体体験の実施

生活支援活動団体体験実施

②生活支援コーディネーターネットワーク構築事業

生活支援コーディネーター連絡会の実施

アウトプット指標（当初の

目標値）

①生活支援コーディネーター養成研修 １か所×１回 60 人

生活支援活動団体体験 40 人×４か所×１回 160 人

生活支援コーディネータースキルアップ研修

100 人（２日×１か所）×１回 100 人

②生活支援コーディネーター連絡会 圏域ごと１回

アウトプット指標（達成

値）

①生活支援コーディネーター養成研修 オンライン×１回

生活支援コーディネーターや行政職員等 162 人が受講

生活支援コーディネータースキルアップ研修

生活支援コーディネーターや行政職員等 130 人が受講

②生活支援コーディネーター連絡会(移動支援) オンライン１回

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

生活支援コーディネーター養成研修を受講したコーディネー

ターが市町で順次配置され生活支援体制整備の構築が図られた。

（市町の生活支援コーディネーターの配置者数が、191 人（令和

２年度）から 200 人（令和３年度）へと増加した）

（２）事業の効率性

協議体等に生活支援コーディネーターが参加し、地域のニーズ

を的確かつスムーズに把握することができ、生活支援サービスの

提供体制の構築が図られた。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 25】

地域ケア会議等活用推進事業

【総事業費】

60 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県、静岡県社会福祉士会への委託

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

市町、地域包括支援センターにおいて、多職種協働による個別

事例の検討等行い、地域のネットワーク構築、ケアマネジメン

ト支援を通じて、高齢者が住み慣れた住まいでの生活を地域全

体で支援する。

【アウトカム指標】35 市町の地域ケア会議の開催

事業の内容

（当初計画）

①広域支援員派遣事業：地域包括支援センター等で実施する

「地域ケア会議」等の運営支援を担う広域支援員の派遣

②地域ケア会議活用推進研修事業：市町や地域包括支援センタ

ー職員が「地域ケア会議」の必要な知識や実施方法を学ぶた

めの研修を実施

アウトプット指標

（当初の目標値）

①広域支援員派遣 年 12 回

②地域ケア会議活用推進研修 年１回（２会場）

アウトプット指標

（達成値）

①広域支援員派遣 ３回

②介護予防活動普及アドバイザー派遣 ２回

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

地域ケア会議における基本的な知識や、行政及び地域包括支援

センターの役割を正しく認識していただくことで、高齢者が地

域において、安心して生活できる地域の支援体制の構築が図ら

れた。

（２）事業の効率性

地域ケア会議から地域課題の把握、社会資源開発、政策形成（次

期介護保険事業計画への位置づけ）にも繋がる。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 26】

在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）育成事業

【総事業費】

42 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護

ニーズ

改正介護保険制度において、地域包括ケアシステム構築に向けた市町の取

組を推進するため、市町の地域支援事業の中で在宅医療介護連携推進事業が

位置づけられ、平成 30 年度には全市町で実施することが義務化された。

本事業については医療介護の高度な知識を必要とし、単独市町で人材育成

を行うことは困難であるため、県が相談員の人材育成研修会を開催する。

【アウトカム指標】 最期を自宅で暮らすことができた人の割合

13.5％（2016 年）⇒16.4％（2021 年）

事業の内容

（当初計画）

在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）は、地域の医療・介護関係

者や地域包括支援センターから在宅医療・介護連携に関する相談等

を受け付け、連携調整や情報提供等によりその対応を支援する役割

があることから、相談員の質の向上を図ることにより、地域包括ケ

アシステムを支える在宅医療の体制を整備する。

＜研修会及び連絡会の実施＞

・在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）を対象に在宅医療介護連

携事業の展開方法、実施方法をテーマにした講演や情報交換会を

実施

・先進事例共有、課題の共有・解決策の検討（各健康福祉センター

で実施）

アウトプット指標

（当初の目標値）

相談員育成研修会（１回）の参加人数 100 人

相談員連絡会（３回）の参加人数 100 人

アウトプット指標

（達成値）

相談員育成研修会（１回）の参加人数 74 人

相談員連絡会は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、相談員

育成研修会と統合して実施

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

地域の医療・介護関係者や地域包括支援センターからの相談の受付を行うことができ

る人材を育成することで、県民が円滑に在宅療養へ移行する一助となった。

（２）事業の効率性

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、相談員育成研修会と相談員連絡会を統合し

て実施することで効率的に実施できた。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名

【No.27】

介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導

者育成事業

【総事業費】

477 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体
静岡県、静岡県リハビリテーション専門職団体協議会への委

託

事業の期間
令和３年 10 月 25 日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

地域包括ケアシステム構築に向けて、市町の介護予防事業の

推進に資するリハビリテーション専門職の指導者育成を行

う必要がある。

【アウトカム指標】リハビリテーション専門職を活用した介

護予防事業を実施する市町数 R３年度（35 市町）

事業の内容

（当初計画）

地域ケア会議への参画や介護予防プログラムを企画・提案で

きる人材の育成を目的とした研修

アウトプット指標

（当初の目標値）

地域リハビリテーション推進員（ＯＴ、ＰＴ、ＳＴ）

養成 100 人

アウトプット指標

（達成値）

地域リハビリテーション推進員（ＯＴ、ＰＴ、ＳＴ）

養成 37 人

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

地域のリーダーとなるリハビリテーション専門職が育成さ

れ、市町の介護予防事業で活用されることで、高齢者が地域

において、安心して生活できる体制の構築が図られた。

（２）事業の効率性

地域包括ケアシステムの構築に向けて、リハビリテーション

専門職と多職種との連携した事業が展開されることで、効果

的な介護予防の実施ができる。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.28】

地域包括支援センター機能強化推進事業

【総事業費】

230 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県、静岡県社会福祉士会への委託

事業の期間
令和３年 11 月 19 日～令和４年 3月 25 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

平成 29 年 6 月に、地域包括ケアシステム強化のための介護

保険法の一部が改正され、市町村や地域包括支援センター

は、地域包括支援センターの事業について評価を行うととも

に、必要な措置を講じなければならないとされた。地域包括

ケアシステムの構築に向けた取組を推進する中核的な機関

である地域包括支援センターの機能強化を図る。

【アウトカム指標】35 市町の地域包括支援センターの機能強

化及び市町の体制整備強化

事業の内容

（当初計画）

市町や地域包括支援センター職員を対象とした業務評価研

修会の開催

アウトプット指標

（当初の目標値）

市町職員及び地域包括支援センター職員

（研修受講者 150 人）

アウトプット指標

（達成値）

市町や地域包括支援センター職員

（研修受講者 97 人）

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

研修会を通じ、市町や地域包括支援センター職員の知識習得

が図られ、地域包括支援センターの機能強化につながった。

（２）事業の効率性

市町や地域包括支援センター職員の資質向上により、効率的

に介護予防ケアマネジメントや総合相談支援等の業務を実

施できる。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【№29（介護分）】

在宅復帰支援体制強化事業

【総事業費】

1,348 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 静岡県

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

患者やその家族が安心して在宅での療養を選択し、「時々入

院、ほぼ在宅」の実現のためには、病院から在宅への円滑な

入退院調整や病状変化時の対応について、地域ごとにルール

を策定し、関係者間で共有する必要がある。

アウトカム指標：訪問診療を受けた患者数

15,748 人(平成 30 年度)→17,901 人(令和３年度)→19,336 人(令和５年度)

事業の内容

（当初計画）

平成 28 年度に作成した「静岡県在宅療養支援ガイドライン」

について、作成以降の状況の変化や、令和２年度まで県で開

催した「人生の最終段階における医療・ケアの在り方に関す

る検討会」の検討結果を踏まえ、当該ガイドラインの改訂を

実施し、県内事業者へ周知する。

アウトプット指標

（当初の目標値）
・改訂ガイドラインの配布先：県内居宅介護事業所等 600 箇所

アウトプット指標

（達成値）

・改訂ガイドラインの配布先：

保健所、県内市町、地域包括支援センター、訪問看護ステーショ

ン等約 460 箇所へ配布、居宅介護事業所等へはメールで案内の後、

希望者するへ配布(R4 年度以降対応)

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

国ガイドラインや統計情報等を更新し、コロナ流行下での入

退院の状況や機能分化が進む病院との連携等を踏まえた内

容の改訂を行うことができた。

（２）事業の効率性

在宅復帰・在宅療養に関わる医療・介護の関係者による委員

会を設置し、県内の状況に即した内容をすることができた。

委員からでた意見を多く取り込み、改訂へと活かすことがで

きた。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 30】

成年後見推進事業（権利擁護人材育成）

【総事業費】

18,127 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県、市町

事業の期間
令和３年４月１日～ 令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

認知症高齢者･ひとり暮らし高齢者の増加が見込まれており、成年後見制度

の利用増に対応するため、後見業務の新たな担い手としてきたされている市

民後見人の養成や活動を支援する体制づくりが求められている。

【アウトカム指標】

成年後見実施機関を設置している市町数 35 市町

事業の内容

（当初計画）

市町の実施する成年後見推進事業に対する助成（権利擁護人

材育成）

助成対象事業：権利擁護人材の養成や活動支援の体制整備等

アウトプット指標

（当初の目標値）

市民後見人の養成研修、フォローアップ研修

実施市町数 35 市町 受講人数 210 人

アウトプット指標

（達成値）

市民後見人の養成研修、フォローアップ研修

実施市町数 20 市町 受講人数 413 人

事業の有効性・効率性

市民後見人の養成や成年後見実施機関設置の推進を行い、後見人となる新

たな人材の育成やその後の活動支援･監督体制を整備することで、市民後見

人による後見業務の受任につなげる。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 31】

新人介護職員職場定着促進事業

【総事業費】

2,904 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（㈱マイナビ）

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

若手職員への研修実施を支援することで職場定着を促進する。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）
新人職介護職員に対する資質向上のための合同研修の開催

アウトプット指標

（当初の目標値）
新人介護職員合同研修の開催３回

アウトプット指標

（達成値）
新人介護職員合同研修の開催６回（36人）

事業の有効性・効率性

・本事業は離職率が高い新人介護職員が、他事業所職員との

交流を図りながら、仕事の意義やキャリア理解など、仕事

に対する自身の関わり方を感じ、自発的なモチベーション

向上とポジティブ思考への転換やコミュニケーションス

キルなど、仕事における実践的なスキルの醸成を目的とし

ており、36人の受講者からは、「自分に足りないところが

分かり、これからの意識につながると思った。」、「仕事

で生かせるようにがんばろうと思った。」などの意見が多

く聞かれ、介護現場の職場定着促進の寄与したと考える。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 32】

福祉人材確保対策実践セミナー

【総事業費】

800 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体
静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委

託

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

経営者・施設管理者向けのセミナーにより介護職場の処遇改

善等の啓発を行い、離職防止を図ることで、介護人材の確保

を図る。

【アウトカム指標】各施設の採用力向上、職員定着

事業の内容

（当初計画）

・社会福祉人材センターが介護施設・介護事業所の経営者及

び管理者（開設を検討している経営者及び管理者を含む）を

対象とした、経営、人材確保に関する意識改革、労働環境の

改善等による魅力ある職場づくりを目的として実施。

アウトプット指標

（当初の目標値）

・講座数１講座

・参加人数 150 人

アウトプット指標

（達成値）

・講座数２講座

・ＰＣ参加 204 台

事業の有効性・効率性

・セミナーの開催により、経営者及び施設管理者の意識改革

を図り、職場環境の改善を推進することで、職員の離職防

止につなげる。

・県外等の先進的な取組をしている方を講師に招くことで、

参加者（県内の経営者等）には、先進事例を学ぶ貴重な機

会になっている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名

【No. 33】

介護事業所キャリアパス制度導入・発展化

事業

【総事業費】

3,437 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県（(公財）介護労働安定センター静岡支部に委託）

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護事業所キャリアパス制度の導入支援などにより、介護人

材の定着を促進する。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

キャリアパス制度の導入を支援するための組織運営、人材マネジメン

ト等に関する訪問相談の実施

アウトプット指標

（当初の目標値）
・介護事業所訪問回数100 回

アウトプット指標

（達成値）
・介護事業所訪問回数 40 回

事業の有効性・効率性

キャリアパス制度の導入による介護職員の処遇改善を図る

ため、社会保険労務士等の専門家の訪問相談を行うことによ

り、キャリアパス導入事業所の割合が、96.3％（R3)である

など、（県目標 90％以上）、事業効果が発揮されている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 34】

産休等代替職員雇上事業

【総事業費】

35 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

産休等で職場を離れる職員が生じることによる一時的な人

材不足を補う。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

・産休等で一時的に従事できない介護職員の代替職員の

雇上費用に対する助成

アウトプット指標

（当初の目標値）
・雇上日数 140 日分

アウトプット指標

（達成値）
・雇上日数 ６日分

事業の有効性・効率性

長期研修における代替職員の実績が６日分あったが、目標

日数には及ばない状況であるため、引き続き積極的な周知を

行い、制度活用が図れるよう取り組んでいく。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名

【No. 35】

外国人介護職員就業開拓コーディネート事

業

【総事業費】

2,279 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体
県（以下の事業者に委託）

（一社）グローバル人財サポート浜松

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護事業所における外国人介護人材の受入れ体制の整備を

促進し、円滑な受入れを図る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

外国人介護人材の受入れを支援する訪問相談やセミナーの

実施

アウトプット指標

（当初の目標値）
・訪問相談 100 回、セミナー３回

アウトプット指標

（達成値）

・外国人介護人材受入れ準備セミナー ３回（30 人）

・訪問相談 13 回（10 事業所）

・出前講座 ４回（４事業所）

事業の有効性・効率性

新型コロナウイルス感染症の影響により、直近で外国人の

受入れを考えている事業所向けの訪問・オンライン相談件数

が減少したものの、在留資格別の制度概要や手続き、文化や

慣習等の理解、実際に外国人介護職員を受入れている事業所

の声が聞けるセミナーについては 30 人の参加があり、将来

的な介護事業所の円滑な受入れに向けた準備を支援できた

ことから、事業の有効性は高いと考えている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 36】

介護分野ＩＣＴ化等事業費助成

【総事業費】

253,811 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護業務の効率化を図ることで、介護職員の身体的・精神手

的負担の軽減を図る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

介護ロボット及びＩＣＴシステム機器の導入により業務効

率化を図る事業所に対する支援

アウトプット指標

（当初の目標値）

介護分野におけるＩＣＴ機器等の導入事業所数（累計）732

事業

※令和３年度要綱改正によりアウトプット指標を変更

アウトプット指標

（達成値）

介護分野におけるＩＣＴ機器等の導入事業所数（累計） 844

事業所

事業の有効性・効率性

令和３年度は介護現場における更なる負担軽減を推進す

るため、要綱改正を行い、非接触型の介護ロボット機器（移

動支援機器、排泄支援機器、コミュニケーション機器）の助

成メニューを追加した。

導入事業所は、令和２年度の 272 事業所から令和３年度は

408 事業所と大幅に増加し、県内介護事業所への導入率を促

進することができた。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.37】

優良介護事業所表彰事業

【総事業費】

607 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 県

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

介護事業所の職場環境改善等に積極的に取り組む優良な介

護事業所を広く周知することで、介護職員のモチベーション

の向上等により職場定着を促進する。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

働きやすい職場づくりに積極的に取り組む優良介護事業所

の表彰及び事例発表会の開催

アウトプット指標

（当初の目標値）
・表彰事業所数 10 事業所

アウトプット指標

（達成値）

・表彰事業所数 ７事業所（応募 25 事業所）

職場環境改善部門 ３事業所（応募 10 事業所）

サービスの質向上部門 ４事業所（応募 15 事業所）

事業の有効性・効率性

表彰事業所には、静岡県知事褒章を授与するとともに、県

ホームページや広報冊子等で広く周知することにより、事業

所の認知度及び評価等に高く影響を与え、事業所のモチベー

ション向上や職員採用等に好循環をもたらすなど、本事業の

有効性は高いと考えている。

また、表彰事業所の取組を優良事例として発表会や取組事

例集として他の事業所に周知・普及することで、横展開によ

る県内介護事業所全体の職場環境改善の底上げにつながっ

ている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No.38（介護分）】

訪問介護の感染症対策連携推進事業

【総事業費】

450 千円

事業の対象となる区域 県全体

事業の実施主体 静岡県ホームヘルパー連絡協議会

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月31日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

新型コロナウイルス感染症の発生時において、一部の事業

者が休業等を行った場合であっても、地域内の事業所による

代替訪問等の対応が可能な連携体制の構築を図る。

【アウトカム指標】

要介護認定者１人当たりの訪問介護利用回数

令和２年度 20.43 回（新型コロナウイルス下）

→令和４年度 22.13 回（令和元年度と同等）

事業の内容

（当初計画）

訪問介護において、１つの事業所が感染症により運営休止

や人員不足となった場合でも、別の事業所が在宅要介護者に

必要な訪問介護を提供できる体制を構築するため、地域内の

複数の事業所で検討会を実施し、連携強化やバックアップ手

順の策定を図る。

アウトプット指標

（当初の目標値）
連携体制整備地域数：６地域（令和４年度）

アウトプット指標

（達成値）
連携体制整備地域数：２地域（令和４年度）

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性

モデル地域内の訪問介護事業所を対象にアンケート調査

を実施し、アンケート調査により判明した課題に対する対応

の検討をした。

（２）事業の効率性

モデル地域を設定し、モデル地域内の訪問介護事業所に協

力依頼をした。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 39】

社会福祉サービス確保支援事業

【総事業費】

23,385 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 介護事業者、静岡県社会福祉協議会

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

新型コロナウイルスの感染等によりサービス提供に必要な

介護人材を確保し職場環境の復旧・改善を支援するととも

に、緊急時に備えた応援派遣体制の構築、感染者が発生した

事業所等への支援を図る。

No.41 と共通

【アウトカム指標】

サービス提供の継続、感染者が発生した事業所への応援派遣

費用助成実績：184 事業所

応援派遣実績：４事業所

事業の内容

（当初計画）

・新型コロナウイルス感染症への対応において、通常の介護

サービスの提供では想定されないかかり増し経費や、緊急

時に備えた応援体制の構築、感染者が発生した事業所等に

対する連携支援に必要な経費を助成

・感染対策等を行った上での施設内療養に要する経費に助成

アウトプット指標

（当初の目標値）

No.41 と共通

感染者が発生した施設のサービス提供の継続のための費用

の助成対象事業所：約7,300 事業所（全県）

アウトプット指標

（達成値）

No.41 と共通

助成対象事業所：184 事業所

事業の有効性・効率性
助成により、介護サービスの継続や施設内療養の実施につ

いて、効果があったものと考えている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 40】

福祉系高校修学資金貸付事業費助成

【総事業費】

42,000 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 社会福祉法人静岡県社会福祉協議会

事業の期間
令和３年 4月 1日～令和４年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

多様な人材の参入を促進し、不足する介護人材の確保を図

る。

【アウトカム指標】

介護人材供給実績 59,449 人（令和５年）

事業の内容

（当初計画）

若者の介護分野への参入促進を行うため、福祉系高校の学生

に対して修学や就職の準備に必要な経費について、返済免除

付きの支援金の貸付に必要な経費について助成する。

アウトプット指標

（当初の目標値）
貸付対象者数 277人

アウトプット指標

（達成値）
貸付実績者数 61人

事業の有効性・効率性

事業開始にあたり、直接県内福祉系高校を訪問し事業周知

した結果、61人が本事業を利用することになり、将来的な介

護人材の確保につながる見込みであることから、有効的な事

業であったと考えている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名
【No. 41】

社会福祉サービス確保支援事業

【総事業費】

85,676 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 介護事業者、静岡県社会福祉協議会

事業の期間
令和３年４月１日～令和４年３月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある医療・介護ニーズ

新型コロナウイルスの感染等によりサービス提供に必要な

介護人材を確保し職場環境の復旧・改善を支援するととも

に、緊急時に備えた応援派遣体制の構築、感染者が発生した

事業所等への支援を図る。

No.39 と共通

【アウトカム指標】

サービス提供の継続、感染者が発生した事業所への応援派遣

費用助成実績：184 事業所

応援派遣実績：４事業所

事業の内容

（当初計画）

・新型コロナウイルス感染症への対応において、通常の介護

サービスの提供では想定されないかかり増し経費や、緊急

時に備えた応援体制の構築、感染者が発生した事業所等に

対する連携支援に必要な経費を助成

・感染対策等を行った上での施設内療養に要する経費に助成

アウトプット指標

（当初の目標値）

No.39と共通

感染者が発生した施設のサービス提供の継続のための費用

の助成対象事業所：約7,300 事業所（全県）

アウトプット指標

（達成値）

No.39 と共通

助成対象事業所：184 事業所

事業の有効性・効率性

コロナの感染拡大に伴い、○○事業所への助成を行った。

サービスの継続や施設内療養の実施について、効果があった

ものと考えている。

その他



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

事業名

【No. 42】

介護サービス事業所・施設における感染防止

対策支援事業

【総事業費】

50,034 千円

事業の対象となる区域 県内全域

事業の実施主体 介護事業者

事業の期間
令和３年10 月１日～令和３年12 月31 日

□継続 ／ ☑終了

背景にある医療・介護ニーズ

感染防止対策を継続的に行うため、衛生用品等の購入に必要

な経費を支援

【アウトカム指標】

令和３年４月～９月感染者発生事業所数184

事業の内容

（当初計画）

令和３年10 月1 日～12 月31 日までの衛生用品の購入費用

及び感染防止対策に要する備品の購入費用

アウトプット指標

（当初の目標値）
対象事業所5,766 事業所

アウトプット指標

（達成値）
支援対象事業所2,744 事業所

事業の有効性・効率性
衛生用品や備品の購入支援により,感染対策の継続を図るこ

とができた。

その他


